
大企業からの新しい人の流れ
～人材マッチングで地域の未来を拓く～

経営改善支援に取り組める金融機関の
組織・営業体制における運用上の工夫
～米国実務との比較～

企画・制作＝日本経済新聞社
Ｎブランドスタジオ

地域金融の活用で地方創生を
　超高齢化や人口減少、コロナ禍による経済の停滞など、地域経済を取
り巻く環境は厳しい。2022年2月、7日間にわたり開催した「Regional 
Banking Summit（Re:ing/SUM） 日経地方創生フォーラム」は、

地域金融機関や他の業界に携わる多様なキャリアの登壇者を招いて開催
した。地方創生の実現に必要な共通価値の創造に向け、地域金融が果
たす役割をテーマに、多角的な視点から議論が交わされた。
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日
経 

地
方
創
生
フ
ォ
ー
ラ
ム

る
た
め
の
地
域
金
融
機
関
の

創
意
工
夫
を
後
押
し
す
る
こ

と
を
目
指
し
て
い
る
。
デ
ィ
ス

カ
ッ
シ
ョ
ン
を
通
じ
、
地
域

の
事
業
者
・
産
業
の
支
援
を

有
効
に
行
う
た
め
に
金
融
機

関
の
業
務
運
営
、
果
た
す
べ

き
役
割
を
ど
う
考
え
る
か
と

い
っ
た
課
題
や
、
地
域
金
融

機
関
の
持
続
可
能
な
ビ
ジ
ネ

ス
モ
デ
ル
の
在
り
方
な
ど
に

つ
い
て
考
え
る
機
会
に
し
て

ほ
し
い
。

　
昨
今
、地
域
金
融
機
関
に
は
、

金
融
仲
介
だ
け
で
な
く
、
ニ
ー

ズ
に
沿
っ
た
事
業
者
や
人
材

の
仲
介
、
さ
ら
に
は
情
報
の

仲
介
と
い
っ
た
機
能
を
発
揮

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。
今
回
の
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル

バ
ン
キ
ン
グ
サ
ミ
ッ
ト
で
は
、

人
や
情
報
な
ど
、
様
々
な
角

度
か
ら
事
業
者
を
支
援
し
、

地
域
の
産
業
・
経
済
を
支
え

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

影
響
で
傷
つ
い
た
日
本
経
済

の
立
て
直
し
に
は
、
資
金
繰

り
支
援
は
も
と
よ
り
経
営
改

善
、
事
業
再
生
、
事
業
転
換

支
援
な
ど
多
方
面
か
ら
の
支

援
の
重
要
性
が
高
ま
っ
て
い

る
。
政
府
と
し
て
も
中
小
企

業
等
事
業
再
構
築
促
進
事
業

を
は
じ
め
様
々
な
支
援
施
策

を
講
じ
て
い
る
。

Day1 地域銀行のビジネスモデル

Day2 金融教育、金融リテラシー

内
閣
府
特
命
担
当
大
臣（
金
融
）

鈴
木 

俊 

一
オ
ー
プ
ニ
ン
グ
リ
マ
ー
ク
ス

地
元
支
え
る
創
意
工
夫
を
後
押
し

超高齢社会の金融サービス

【パネリスト】
全国地域生活支援機構 理事　尾川 宏豪氏
マネーフォワード 執行役員 CoPA Fintech研究所長　瀧 俊雄氏　
みなと銀行 地域戦略部 部長　楡井 義丈氏
京都信用金庫 理事　廣瀬 朱実氏
【モデレーター】 日本総合研究所  理事長　翁 百合氏

　2025年には、団塊の世代全員が75歳以上に達する。
超高齢社会の進展により、判断能力が低下した高齢者が
増加していくのは避けられない。本人や家族、医療や介
護従事者だけでなく、地域社会全体の問題として対処す
る必要がある。地域金融においては、高齢者の金融資産
の安全確保と、本人の意思に沿った利用の実現を追求す
るとともに、高齢者の生活を支援する地域社会の一員と
しての役割を担うことなどが期待されている。本セッショ
ンでは超高齢社会において求められる金融サービスの在
り方をテーマに、老後に向けた早めの準備を促す必要性
とその方法、地域金融が福祉や異業種の事業者と連携を
図る意義、IT活用の可能性など、様々な角度から意見が
交わされた。

金融 福祉 異業種の連携

子供の貧困問題解消に向けて
地域金融機関が出来る7つのこと【前半】

　2015年に国連サミットで採択されたSDGsの最初の
目標は「貧困をなくそう」である。特に、子どもの貧困
解消への取り組みは、未来への投資になる。地域銀行な
どでは、顧客とのネットワークを生かした支援団体への
サポートやマッチング、支援団体に関する情報発信、銀
行アプリを通じた募金、シングルマザー向けのキャリア
支援など、特徴的な施策が生まれている。さらに、業界
団体は活動を全国に展開する際のハブ的役割を発揮して
いる。ディスカッションでは、今後より多くの金融機関
が具体的な取り組みを進めていく上で、経営に限らず組
織内の部署間・支店間での連携や自治体との連携の有効
性、支援団体の取り組み・ニーズへの理解の醸成、支援
枠組みの柔軟な運用の必要性などに関して意見が交わさ
れた。

【パネリスト】
弁護士（五十嵐綜合法律事務所）　五十嵐 裕美子氏
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 経済政策部 主任研究員 兼
行動科学チームリーダー　小林 庸平氏
認定NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ理事長　湯浅 誠氏
全国子どもの貧困・教育支援団体協議会 副代表理事　渡辺 由美子氏
【モデレーター】 金融庁総合政策局 総合政策課 課長補佐　上大谷 起一

金融リテラシー向上の意義と
地域連携について

　社会環境の変化に伴い、貯蓄から資産形成への流れが
拡大・浸透しつつある。また、成年年齢の引き下げを見
据え、若年層をはじめとした一般市民への金融教育の必
要性が高まっている。金融リテラシーの向上は人々の豊
かな暮らしのためのものであり、ひいては地域経済の発
展につながるものと期待されている。本セッションでは
家庭や学校でお金の話をオープンに話せるようになるこ
とが重要との問題提起がなされ、地域金融側からはライ
フプランやキャリアプランといった視点での金融教育が
提案された。また、金融の専門家として若年層のうちか
ら教育や行政と連携して金融教育を行う必要性、また金
融リテラシーの向上が人々の生活にもたらす意義につい
て意見交換が行われた。

家や学校でもお金の話を

募金など特徴的な施策も

【パネリスト】
ファイナンシャルプランナー・金融教育実務家　キャサリン＆ナンシー
名古屋大学教育学部附属中・高等学校 特任教諭 前副校長　原 順子氏
北國銀行 マーケティング部長 兼 ライフプラン部長　今井 豊氏
十八親和銀行 執行役員 営業推進部長　山川 信彦氏
【モデレーター】
関西学院大学 教授／ジャパン・プラットフォーム顧問　村尾 信尚氏

子供の貧困問題解消に向けて
地域金融機関が出来る7つのこと【後半】

【パネリスト】
日本証券業協会 SDGs推進本部 SDGs推進室 室長　森川 怜子氏
鹿児島銀行 経営企画部 サステナビリティ推進室 室長　徳留 寛氏
沖縄銀行 総合企画部 経営企画グループ 調査役　鈴木 涼子氏
東京スター銀行 経営企画部 アシスタントヴァイスプレジデント　牛堂 望美氏
【モデレーター】 金融庁総合政策局 総合政策課 課長補佐　平林 高明

　超高齢化や人口減少、事業承継の問題、新型コロナの
影響など、地方経済を取り巻く環境は厳しい。地域金融
機関が、取引先企業の経営課題の解決や地域経済活性化
の担い手としての役割を発揮する上で、事業の将来・成
長像を取引先企業といかに共有していくかが今後ますま
す重要と考えられる。本セッションでは、リスクに見合っ
た収益が経営面で重視される米国金融の実務や、それを
支える組織体制をご紹介いただき、日本の金融との比較
から、金融機関のこれからの目線が議論された。多様な
金融機関や企業の経営者の立場から、限られた人的資源
の中で企業の事業再生や改善に取り組んだ実例をもとに、
金融機関と取引先企業が共に成長し、ノウハウ等を組織
的に継承していくための人材確保や育成の必要性も語ら
れた。

事業の成長を共に考える

顧客・地域とに付加価値を
もたらすような金融仲介の
実現に向けた組織運営のあり方

（左から 杖村氏、藤原氏、新発田）【パネリスト】
長崎県プロフェッショナル人材戦略拠点 長崎県統括マネージャー　渋谷 厚氏
キャリアコンサルティング振興協会 理事長／人材ドック 代表　須田 万里子氏
ONE JAPAN 共同発起人・共同代表　濱松 誠氏
池田泉州銀行 ソリューション営業部 HRグループ 次長　阪井 邦匡氏
北海道共創パートナーズ マネージングディレクター　松橋 敬司氏
【モデレーター】 
金融庁監督局 銀行第二課 地域金融企画室長
兼 総務課 人材マッチング推進室長　今泉 宣親

【パネリスト】
日本電鍍工業 代表取締役　伊藤 麻美氏
野村総合研究所 金融 ITイノベーション事業本部 金融デジタルビジネスリサーチ部
上級研究員　川橋 仁美氏
大垣共立銀行 審査部審査企画グループ 審査役　服部 洋氏
北門信用金庫 営業第二本部企業支援室  室長　伊藤 貢作氏
日本政策金融公庫 中小企業事業本部 北陸信越地区統轄　島本 さゆり氏
【モデレーター】
金融庁監督局 銀行第二課 地域金融企画室 室長補佐　渡辺 茂紀

【パネリスト】
北國フィナンシャルホールディングス 代表取締役社長　杖村 修司氏
名古屋銀行 取締役頭取　藤原 一朗氏
【モデレーター】 金融庁監督局 銀行第二課長　新発田 龍史

　キャリアの多様化によって、都市部の大企業から中小
企業やベンチャーへの新しい人の流れが生まれつつある。
兼業・副業や出向を通じて大企業から中小企業等へ「越
境」することは、自分の専門性の再発見や職種を越えたス
キルを獲得できるチャンスにもなり得る。こうした大企
業人材と中小企業等とのマッチングの仲介役として注目
が集まっているのが2018年に人材紹介業務が解禁され
た地域金融機関だ。本セッションでは、金融庁が取り組
む「レビキャリ」（地域企業経営人材マッチング促進事業）
のほか、中小企業と深くつながっている地域金融機関な
らではの人材マッチングの事例を紹介。さらに、「越境者」
が生まれ成功していくにあたり、大企業や中小企業の視点
から、マッチングプレーヤーとして地域金融機関に期待す
ることについて議論が交わされた。

「越境」人材のチャンス演出
　経営環境の変化に伴い、今後ますます、地域・企業等
のニーズの多様化が想定される。地域銀行は地域経済の
「要」として、金融仲介機能を十全に発揮し、付加価値
を提供する役割が期待される。その実現には、各経営の
トップがどのような姿を目指し、どのように舵（かじ）
を取っていくかという点も大切な鍵となり得る。
　本セッションでは、北國フィナンシャルホールディング
ス・杖村社長、名古屋銀行・藤原頭取が、金融庁・新発
田銀行第二課長との間で、それぞれの銀行における将来
像とその実現に向けた取り組み、それらをどのように組
織に落とし込み、進捗を図っていくかなどの考え方、そ
こに生じる課題等について披露しながら、経営の舵取り
にあたってのポイントや当局との連携の図り方などにつ
いて意見が交わされた。

目指す姿と舵取り重要に

支援団体との連携 多様化を
　7人に1人といわれる子どもの貧困は、コロナ禍によ
りさらに深刻化している。金融行政も支援団体や金融機
関と共に問題解消のための政策検討を行っている。特に
子どもの貧困は個々人の教育や就業機会の喪失という問
題だけでなく、中長期的に税収や社会保障にも大きな影
響を及ぼす。貧困問題の解決に地域金融が参加すること
で地域の活力が高まり、長期的視点から見て地域経済へ
の貢献につながると期待されている。本セッションでは
子ども食堂の支援や貧困家庭の教育支援に取り組む団体
から、現状や金融機関などへの要望などが発表されたほ
か、子どもの貧困解決向けて金融機関と支援団体がどの
ようにコミュニケーションしていくべきか、現行でどの
ような連携ができるかについても提案が行われた。

（上段左から キャサリン＆ナンシー、原氏、
下段左から 今井氏、山川氏、村尾氏）

（上段左から 五十嵐氏、小林氏、湯浅氏、
下段左から 渡辺氏、上大谷）

（上段左から 森川氏、徳留氏、鈴木氏、
下段左から 牛堂氏、平林）



ベンチャー育成を通じた日本企業・
経済の活性化と地域金融機関との連携
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り
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織
の
在
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れ
た
。
本
イ
ベ
ン
ト
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通
じ

て
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同
じ
テ
ー
マ
に
関
心
を

持
つ
人
同
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が
つ
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が
り
、

交
流
の
輪
を
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げ
、
そ
こ
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様
々
な
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デ
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生
ま

れ
、
成
果
に
つ
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に
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金

融
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よ
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お
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本
年
度
の
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル

バ
ン
キ
ン
グ
サ
ミ
ッ
ト
で
は
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「
事
業
者
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援
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や
「
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融
教

育
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金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
」「
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
・
ベ
ン
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ー
」「
地

域
金
融
機
関
の
組
織
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活
性
化
」
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ど
地
域
金
融
機

関
を
め
ぐ
る
課
題
の
多
様
化

に
合
わ
せ
て
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以
上
の
セ
ッ

シ
ョ
ン
を
３
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間
に
わ
た
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お
届
け
し
て
き
た
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様
な

内
閣
府
大
臣
政
務
官

宗
清 

皇
一

ク
ロ
ー
ジ
ン
グ
リ
マ
ー
ク
ス

交
流
が
生
む
アイ
デ
ア
や
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主催：金融庁
Day
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織
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営
・
活
性
化
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Ｇ
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ン
チ
ャ
ー

【パネリスト】
地域共創ネットワーク 代表取締役　坂本 忠弘氏
みさき投資 代表取締役社長　中神 康議氏
カルティベイト 代表取締役　比嘉 梨香氏
日比谷パーク法律事務所 パートナー　松山 遙氏
【モデレーター】
 シンクタンク・ソフィアバンク 代表　藤沢 久美氏

社外取締役の役割発揮に向けて地域とSDGs～アパレル産業に学ぶ～

【パネリスト】
スパイバー Head of Sustainability Strategy
青木 ユリシーズ氏
山梨中央銀行 コンサルティング営業部 コンサルティング営業室 室長代理

野々川 輝一氏
筑邦銀行 営業本部ソリューション事業グループ調査役　髙田 幸輔氏 
仙台銀行 総務部長　奥平 壮史氏
【モデレーター】 鎌倉サステナビリティ研究所 代表理事　青沼 愛氏

本イベントの講演やディスカッションの模様はアーカイブ放送として日経チャンネルからご覧いただけます。

https://channel.nikkei.co.jp/reingsum2022/

これからの地域と事業者支援

まとめ

Day7 事業者支援

金
融
庁
監
督
局 

銀
行
第
二
課
長

新
発
田 

龍
史

　事業者支援というと、具体論に関心が行きがちだが、
大前提として、事業者の再生あるいは地域の再生という
目的があり、その目的を達成するために、例えば、AIな
り、高度な再生手法なりを活用していくということが重
要。そして、その根っこの部分は、ヒトが担う部分であり、
事業者支援の真価を決めるのは、カネではなく、ヒトで
ある。その意味では、今後、各金融機関で人的投資を行っ

ていくこと、組織を越えて人的ネットワークを構築する
など、地域が一体となって、事業者支援に取り組んでい
くことが大切になっていく。金融庁でも、地域金融機関
や地域の支援機関が、事業者支援のノウハウ・知見を地
域・組織・業態を越えて共有していく取り組みの後押し
をしていきたい。

事業者・地域の再生に向けて

　長期化するコロナ禍により、業種・地
域なども様々な多数の事業者が、影響を
受けている。その中で、地域の事業者や
経済を支える役割を担っている地域金融
機関や信用保証協会では、今後、より多
くの事業者に支援を届けるための工夫が
必要となる。本セッションでは、事業者
支援をより効果的・効率的に実施するに

あたり、人工知能（AI）の活用を議論の中
心に据え、産官金の関係者によるディス
カッションが行われた。事業者支援の実
効性を高めていくため、AIを活用した支
援と金融機関等の現場担当者（「ヒト」）に
よる支援をうまく融合していくことの重
要性などについて、意見が交わされた。

AIとヒトを融合、効果的・効率的に

●ノウハウ共有と
　AI の可能性

【パネリスト】
経済産業省経済産業政策局 地域経済産業グループ 地域企業高度化推進課長
荒木 太郎氏
エルテス 取締役 /JAPANDX 取締役 /AIK 取締役　三川 剛氏
山形県信用保証協会 企業支援部 部長　東海林 充志氏
八十二銀行 融資部 企業支援グループ 主任審査役　髙松 泰彰氏
名古屋銀行 執行役員 金融投資部 部長　近藤 和氏
【モデレーター】 
金融庁監督局 銀行第二課 地域金融企画室長
兼 総務課 人材マッチング推進室長　今泉 宣親

　この数年で事業環境が大きく変化し、
地方では加速度的に人口が減少している。
現場では「地域のため」という大義だけ
では通用せず、地域をより広い目線から
捉える必要がある。個別事業者の再生支
援に加えて、地場産業など面的な再生に
ついても、地域金融機関が主体的に取り
組んでいくことが望まれる。日本の金融

システムの中では、メインバンクの矜持
（きょうじ）が大きく影響するが、その根
底にあるのは地域愛や人間愛を貫き通せ
るような人材であり、その育成が課題で
ある。地域金融機関は、その役割の重要
性にきちんと向き合うことが、地域産業
や地域経済の復興に大きく資することな
どについて、意見が交わされた。

矜持を保ち、その役割に向き合う

●地域経済と事業再生の
　現場から

【パネリスト】
PwCアドバイザリー パートナー　奥 総一郎氏
地域経済活性化支援機構 地域活性化支援本部マネージング・
ディレクター ヘルスケアチームリーダー　羽田 雅史氏
山形銀行 常務取締役　藤山 豊氏
東邦銀行 常務執行役員 /とうほう地域総合研究所 理事長
矢吹 光一氏
【モデレーター】
金融庁監督局 銀行第二課 地域金融企画室 室長補佐
渡辺 茂紀

【パネリスト】
リクルート Division統括本部 HR本部 HRエージェントDivision
ビジネスグロース部 サンカクグループ 事業責任者　古賀 敏幹氏
ふじのくに物産 代表取締役　西村 やす子氏
南都銀行 人事総務部 主任　鈴木 友彦氏
鳥取銀行 法人コンサルティング部 調査役／まるにわ 代表取締役
齋藤 浩文氏
【モデレーター】 
金融庁監督局 銀行第二課地域金融企画室 地域生産性向上支援専門官
山田 彰太郎

地域銀行の魅力発信委員会
～組織活性化に向けたアンダー35の主張～

　地域銀行では、若手行員の登用や育成を通じた組織の活
性化がますます重要になってきており、組織活性化の施策
の一つとして従来は禁じられてきた副業・兼業制度を用い
始めている。組織への貢献と自らの成長、双方を実現でき
る環境を整え、副業・兼業を通じて行員がスキルやキャリ
アに対する自信を付けそれを組織で生かすことは組織活性
化に有意義だと思われる。本セッションでは、制度の創設
側や制度の利用者側、また行員を出向者として受け入れた
側や社会人向けの副業・兼業人材のマッチングを行う側か
らなど、様々な立場から制度導入のメリットや課題、組織
や個人にとって社外に越境することの価値について自由闊
達に意見交換し、地域銀行が魅力的な組織になろうとして
いることについて発信した。

兼業・副業も有効手段に

地方創生に向けた共通価値の創造
～地域金融機関と自治体との新たな連携のカタチ～

【パネリスト】
山形県 みらい企画創造部長　小林 剛也氏
山形銀行 営業支援部 地域振興推進室 調査役　髙橋 宏輔氏
愛媛県 西条市 市民生活部 地域振興課地域振興係 副主査
安永 佐和子氏
愛媛銀行 ソリューション営業部 経営サポート室 次長　河渕 仁史氏
鹿児島県 薩摩川内市 企画政策部長　古川 英利氏
鹿児島銀行 地域支援部 地域開発室長　飯森 利徳氏
【モデレーター】
金融庁監督局 総務課 地域金融支援室 主査　笠井 泰士

　高齢化やデジタル化の進展、SDGsなどが浸透する中で、
地域住民の生活を支える自治体と経済を支える地域金融は、
地域のネットワークにおける重要なステークホルダーとして、
連携の重要性がより一層増している。金融庁が唱える「地
域経済エコシステム」は地方自治体、地域金融、地元企業
など様々な立場の各主体がそれぞれの役割を果たしながら
相互補完関係を構築し、地域外の経済主体とも密接な関係
を持ちながら多面的に連携・共創する関係性を意味する。
本セッションでは、自治体と地域金融との連携事例として、
山形県、愛媛県西条市、鹿児島県薩摩川内市のケースを紹
介。続いて、地域経済エコシステムの形成を阻む壁と、そ
の壁を乗り越える具体策について、人材、資金、モチベーショ
ン維持など多角的な視点から議論が交わされた。

壁越えエコシステム形成へ

　地域銀行において適切にコーポレートガバナンスが発揮
されるにあたって、社外取締役に寄せられる期待がますま
す高まっている。
　本セッションでは、現役・次世代の地域金融機関の経営・
執行陣へのメッセージとして、金融機関などにおいて社外
取締役として様々な経験を経てきたパネリストが、自身の
就任のいきさつ、期間中の取り組みやその際に留意してい
た点などを振り返りながら、監督・モニタリングボード的
機能、アドバイザリーボード的機能、企業・組織価値を高
める機能など様々な観点を踏まえ、将来に向け重要となっ
ていく役割、こうした役割を的確に発揮する上で必要な組
織の執行側と社外取締役との間のあるべき関係性やそれぞ
れの考え方などについて、意見交換・議論を交わした。

企業価値を高める存在に
　製造や輸送、大量廃棄による高い環境負荷、製造段階の
強制労働における人権侵害など、アパレル産業は多くの課
題を抱えており、これらの課題解決はSDGsの目標達成
に大きく貢献するといわれている。近年は資源を循環させ
るサーキュラーエコノミーが注目され、有名メーカーもリ
サイクルやサステナブル素材を取り入れた商品の発表、さ
らにRegenerative Designという新しいビジネスモデル
が登場するなど、デザインから環境負荷を低減するという
考え方が注目されている。本セッションでは、アパレル産
業における具体的な取り組みとともに、地域金融が企業と
取り組むリサイクルの実例や、事業にどのようにSDGs

を落とし込むか、加えて企業戦略としてのSDGsなどに
ついて意見が交わされた。

経営戦略として事業化を

資金供給など役割大きく 特性を踏まえ産官学連携
　ベンチャーキャピタルによる投資が東京に集中する中、
地域の研究開発型企業などのベンチャー企業への資金供給
や、地域のエコシステムの構築が重要な課題となっている。
本セッションでは、地域のエコシステムの構築を巡る課題
や、地域金融機関と国や地方自治体・ベンチャー企業・大
学がどのように連携を図り、ベンチャー企業を支援してい
けばよいのかについて、議論が交わされた。地域金融機関
によるベンチャー企業支援の取り組みの紹介の後、地域の
大学発ベンチャー企業等の創出・支援に向けて、エンジェ
ル投資を含む資金供給の拡大やベンチャー企業に対する目
利き・ハンズオン支援の重要性、地域のベンチャー企業が
直面する経営人材等の確保の課題、およびこれらの課題に
ついて地域金融機関の果たす役割について議論が行われ
た。

地域の脱炭素産業エネルギーシステム
構築に向けて

【パネリスト】
ユーグレナ 代表取締役社長　出雲 充氏
フォース・マーケティングアンドマネージメント 代表取締役CEO
岩田 彰一郎氏
リバネス 代表取締役グループCEO　丸 幸弘氏
地域経済活性化支援機構 代表取締役専務　渡邊 准氏
大垣共立銀行 常務取締役　土屋 諭氏
浜松磐田信用金庫 代表理事 専務　平井 正大氏
【モデレーター】 金融庁企画市場局 市場課長　島崎 征夫

【パネリスト】
国立環境研究所 社会システム領域 システムイノベーション研究室 室長
藤井 実氏
滋賀銀行 総合企画部 サステナブル戦略室長兼サステナブル推進グループ長
嶋﨑 良伸氏
中国銀行 ソリューション営業部 兼 総合企画部新規事業開発センター 調査役
堀 憲太氏
北洋銀行 経営企画部広報室兼サステナビリティ推進室 室長　岸波 光弘氏
栃木銀行 法人営業部 地域創生室 調査役　大塚 潤氏
【モデレーター】 PwCあらた有限責任監査法人 ガバナンス・リスク・
コンプライアンス・アドバイザリー部 ディレクター　西原 立氏

　日本は2050年までのカーボンニュートラル実現を目標
に掲げている。そのためには、部門別排出割合が最も大き
い産業部門においての脱炭素化が喫緊の課題とされてい
る。そのような中、産業集積地域の脱炭素化を促進するに
あたり地方銀行が担う役割について、本セッションでは議
論が交わされた。冒頭、国立環境研究所から「地域の脱炭
素産業エネルギーシステム」をテーマに基調講演があり、
その後、産官学連携のプラットフォームづくりなど、各地
方銀行から地域の環境や需要特性等を踏まえた脱炭素化の
取り組みについて紹介がされた。続くパネルディスカッ
ションでは、自治体との連携や必要な人材の確保、また部
署や組織を横断しての共通認識の醸成といった課題ついて
意見交換が行われた。

（上段左から 小林氏、髙橋氏、安永氏、河渕氏、
下段左から 古川氏、飯森氏、笠井）

（上段左から 古賀氏、西村氏、鈴木氏、
下段左から 齋藤氏、山田）

（上段左から 青沼氏、青木氏、野々川氏、
下段左から 髙田氏、奥平氏）

（上段左から 藤井氏、嶋﨑氏、堀氏、
下段左から 岸波氏、大塚氏、西原氏）

（上段左から 渡辺、藤山氏、矢吹氏、下段左から 奥氏、羽田氏）
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地域密着の力 最大限に活用
　地元に密着した地域金融の力を最大限に活用し、地域経済を活性
化していくには、デジタルトランスフォーメーション（DX）化やデジタ
ル人材の育成など、まずは地域金融自らの抱える課題の解決が求めら

れる。その上で、地方創生の担い手としての活躍が期待されている。
フォーラムでは、新たなオンラインシステムの活用やESG（環境・社会・
企業統治）投資、経営改善・事業再生支援など、様々な提案が行われた。

主催：日本経済新聞社

Day5 地方創生フォーラム

何のための問いか考える　中竹氏
良質な問いが地域を変革　日下氏
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演
全国の地方銀行から地方創生を実現する  
「LoBaMaS」構想

講
演商工中金の経営改善・事業再生支援の取り組み

講
演
地域金融における有価証券運用の未来
～オルタナティブデータを用いた資産運用DX・投資判断の事例～
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ャ
イ

ル
×
Ａ
Ｐ
Ｉ
×
ク
ラ
ウ
ド
と
い
う
テ
ク
ノ
ロ

ジ
ー
が
重
要
。
ま
た
デ
ー
タ
は
財
産
で
あ
り
、

地
域
活
性
化
に
向
け
て
の
デ
ー
タ
活
用
も
検

討
し
た
い
。

　

原
島　

Ｓ
Ａ
Ｓ
と
し
て
も
地
方
創
生
に
貢

献
す
る
デ
ー
タ
活
用
の
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
ビ

ジ
ネ
ス
ノ
ウ
ハ
ウ
の
普
及
を
目
指
し
た
い
。

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
ノ
ウ
ハ
ウ
埋
め
込
み
型
の

ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
ビ
ス
提
供
な
ど
、
Ｄ
Ｘ
を
効

果
的
に
加
速
す
る
た
め
の
体
制
で
こ
れ
に
取

り
組
ん
で
い
く
。

オムニチャネル、企業間連携のカギはデータ活用

ふ
く
お
か
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ 

営
業
統
括
部 

部
長
代
理　

宮
里 

大
氏

Ｓ
Ａ
Ｓ 

Ｉ
ｎ
ｓ
ｔ
ｉ
ｔ
ｕ
ｔ
ｅ 

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
統
括
本
部 

部
長　

原
島 

淳
氏

Day6 地方創生フォーラム

SBIホールディングス 代表取締役社長

北尾 吉孝氏

Ｔ
ａ
ｐ
」
も
38
機
関
が
導
入

す
る
な
ど
、
様
々
な
形
で
地

域
金
融
機
関
の
収
益
力
強
化

に
向
け
た
提
携
関
係
を
結
ん

で
い
る
。

　

ま
た
、
地
方
創
生
実
現
の

次
な
る
一
手
と
し
て
、
地

方
創
生
パ
ー
ト
ナ
ー
ズ
の
ス

キ
ー
ム
を
通
じ
た
取
り
組
み

を
加
速
す
る
。
金
融
を
超
え

て
地
域
経
済
そ
の
も
の
の
活

性
化
を
図
る
。
シ
ス
テ
ム
面

で
は
次
世
代
バ
ン
キ
ン
グ
シ

ス
テ
ム
を
開
発
・
提
供
し
、

さ
ら
に
Ｓ
Ｂ
Ｉ
地
方
創
生
投

融
資
の
フ
ァ
ン
ド
で
事
業
承

継
問
題
を
抱
え
る
地
方
企

業
の
Ｄ
Ｘ
化
等
の
推
進
を
支

え
る
な
ど
の
取
り
組
み
の
ほ

か
、
地
域
金
融
が
地
元
企
業

の
Ｄ
Ｘ
化
に
最
適
な
ソ
リ
ュ
ー

シ
ョ
ン
を
提
案
す
る
た
め
の

ツ
ー
ル
と
な
る
よ
う
に
、
中

小
企
業
を
分
析
し
た
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
構
築
も
進
め
て
い

る
。

　

Ｓ
Ｂ
Ｉ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ

ス
で
は
、
早
く
か
ら
地
方
創

生
戦
略
に
取
り
組
み
、
地
域

金
融
機
関
と
多
様
な
提
携
を

進
め
て
収
益
力
の
強
化
に
寄

与
し
て
き
た
。
Ｓ
Ｂ
Ｉ
証
券

は
金
融
商
品
仲
介
業
で
累
計

45
の
地
域
金
融
機
関
と
提

携
。
Ｓ
Ｂ
Ｉ
生
命
は
59
機
関

で
団
体
信
用
生
命
保
険
を
販

売
。
Ｓ
Ｂ
Ｉ
損
保
は
金
融
法

人
28
機
関
と
保
険
商
品
の
採

用
を
決
定
し
て
い
る
。
ま
た
、

Ｓ
Ｂ
Ｉ
マ
ネ
ー
プ
ラ
ザ
は
14

行
22
店
舗
で
共
同
店
舗
を
運

営
し
て
い
る
。

　

２
０
２
１
年
１
月
に
は
、

Ｓ
Ｂ
Ｉ
生
命
が
島
根
銀
行
と

共
同
で
一
般
財
団
法
人
全
国

団
信
推
進
協
会
を
設
立
し
、

共
同
化
団
信
事
業
を
開
始
。

同
協
会
に
は
現
在
36
の
金
融

機
関
が
加
盟
し
て
い
る
。
加

え
て
資
産
運
用
ア
ド
バ
イ
ス

ツ
ー
ル
「
Wｅａ
ｌ
ｔ
ｈ 

Ａ
ｄ

ｖ
ｉ
ｓ
ｏ
ｒｓ
」
は
１
４
７
の

地
域
金
融
で
、
銀
行
口
座
間

で
送
金
を
行
う
「
Ｍｏｎｅｙ

金
融
と
と
も
に
地
域
活
性
化
に
貢
献

適
合
性
を
確
認
し
、外
部
評
価
を
提
供

格付投資情報センター 執行役員
ESG推進室長　小林 茂氏

ぎ
改
訂
さ
れ
た
。
情
報
開
示

や
透
明
性
の
向
上
が
主
な
目

的
だ
。

　

第
２
に
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
が
日
本
で
も
動

き
出
し
た
。
２
０
２
１
年
５
月

に
国
が
基
本
指
針
を
公
表
し
た

後
、
経
済
産
業
省
が
産
業
分
野

別
の
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
策
定

し
、
こ
れ
に
沿
っ
た
資
金
調
達

が
実
施
さ
れ
て
い
る
。

　
第
３
は
イ
ン
パ
ク
ト
フ
ァ
イ

ナ
ン
ス
の
広
が
り
だ
。
21
年

度
に
金
融
庁
が
サ
ス
テ
ナ
ブ

ル
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
有
識
者
会

議
報
告
書
で
イ
ン
パ
ク
ト
投

資
の
促
進
を
提
示
し
た
。
環

境
省
が
グ
リ
ー
ン
フ
ァ
イ
ナ
ン

ス
モ
デ
ル
事
例
創
出
事
業
で

イ
ン
パ
ク
ト
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
を

初
め
て
採
用
し
た
。
さ
ら
に

日
銀
が
気
候
変
動
オ
ペ
の
対

象
に
Ｐ
Ｉ
Ｆ
を
含
め
た
こ
と

で
、
金
融
機
関
の
取
り
組
み

が
加
速
し
た
。
今
後
も
イ
ン

パ
ク
ト
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
一

段
の
普
及
が
予
想
さ
れ
る
。

ン
ス
を
推
進
し
て
い
る
。
具

体
的
に
は
①
金
融
機
関
の
資

金
調
達
②
金
融
機
関
の
個
別

の
Ｅ
Ｓ
Ｇ
融
資
③
金
融
機

関
の
Ｅ
Ｓ
Ｇ
融
資
ス
キ
ー
ム

と
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
イ
ン
パ
ク
ト

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス（
Ｐ
Ｉ
Ｆ
）実

施
体
制
―
―
と
い
う
３
つ
の

取
り
組
み
に
対
し
て
外
部
評

価
を
提
供
し
て
い
る
。

　
Ｅ
Ｓ
Ｇ
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
最

新
動
向
を
３
点
紹
介
す
る
。
第

１
に
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
原
則

な
ど
国
際
的
な
原
則
が
相
次

　

Ｅ
Ｓ
Ｇ（
環
境
・
社
会
・
企

業
統
治
）フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
評
価

は
、
調
達
資
金
を
す
べ
て
グ

リ
ー
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
投
資

す
る
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
に
代

表
さ
れ
る
Ｅ
Ｓ
Ｇ
フ
ァ
イ
ナ
ン

ス
に
つ
い
て
、
国
際
的
な
原

則
と
国
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
対

す
る
適
合
性
を
確
認
し
、
外

部
評
価
を
提
供
す
る
サ
ー
ビ

ス
だ
。

　
Ｒ
＆
Ｉ
は
Ｅ
Ｓ
Ｇ
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
評
価
を
通
じ
て
、
全
国
の

金
融
機
関
の
Ｅ
Ｓ
Ｇ
フ
ァ
イ
ナ

伴走者としてサポート

日経金融工学研究所
グローバル事業部
主任研究員　山下 悦史氏

　コロナ禍で影響を受けた中小企業の資金繰りは
改善傾向にあるといわれるが、多くは政府支援策
の効果によるもので、今後の悪化が懸念されてい
る。当金庫では経営改善・事業再生支援の強化の
ため、再生法務の弁護士や再生業務経験を持つ
キャリア採用を行い、メンバーを増員。経営改善
支援リーダーとして、全営業店に研修を積んだ経
営サポーターを1人以上配置し、営業店における
支援レベルの向上に励んでいる。現在72（注：
3/18時点で88）の地域金融機関と経営改善・事
業再生分野で業務協力文書を締結。これまで以上
に地域の方々の伴走支援に取り組んでいきたい。

　当社の提供するLoBaMaSは、地方銀行とそ
の取引先企業に特化したオンライン上のビジネス
マッチングサービスだ。地方銀行とその紹介先
企業がオンラインシステムに無料登録すること
で、金融機関の垣根を越えた企業間のマッチング
が可能になる。また地方銀行によるセミナーや業
種交流会、展示会等のオンライン配信や、各企業
が開催するウェブセミナーのライブ配信、管理シ
ステムの利用なども同システム上で可能になる。
将来的には、人材獲得や全国・海外にも同マッチ
ングサービスを拡充し、地方発の大きなプラット
フォームに育てていきたい。

　当社は金融データの解析および金融機関向け
リスク管理サービス、有価証券運用支援サービ
スを提供しているほか、全国地方銀行協会の顧
問としてCRITSスコアリングモデルの構築・検
証のサポートを行っている。地域金融機関との
交流から着想を得た「SMACOM」では、市場
ポートフォリオ管理のデジタル化を実現すべく、
ニュース、有価証券報告書、格付け情報など多
様なデータを分析し、投資判断に有用なスコア
を配信。ヘッジファンドからも高い評価を得て
いる。今後も地域金融機関の伴走者として、利
便性の高いサービスを提供していく。

支援のレベル向上に励む

商工組合中央金庫 専務執行役員
ファイナンス本部長
小野木 哲也氏
（肩書は登壇時のもの）

ITで切り拓
ひ ら

く連携基盤

木村情報技術 代表取締役
木村 隆夫氏

協賛：

講演
地
方
創
生
に
向
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た
新
次
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S
B
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グ
ル
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講演
E
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ァ
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ナ
ン
ス
評
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と
地
域
金
融

〜
グ
リ
ー
ン
、ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
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、イ
ン
パ
ク
ト
の
最
新
事
情
〜


